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ラオス人民民主共和国

面　積　　23万6800km2

人　口　　654万人（2012年推計値）

首　都　　ヴィエンチャン（ビエンチャン）

言　語　　ラオ語

宗　教　　仏教（上座部）

政　体　　人民民主共和制

元　首　　チュームマリー・サイニャソーン国家主席

通　貨　　キープ（ 1米ドル＝7994キープ，2013年末）

会計年度　10月～ 9月
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経済開発の歪み，社会の変化，変わらぬ党
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概　　況
　2013年，ラオスではこれまでの経済開発の歪みが表れ，それが政治や社会にも
影響を及ぼしはじめるなど問題の多い年となった。しかし人民革命党は場当たり
的な対応に終始し，経済開発最優先という姿勢を崩していない。政治では前年に
引き続き 3つの建設運動を展開し，「地方分権化」と村の改革を進めた。一方で
汚職問題が深刻化し，党・政府への国民の信頼が低下しつつある。経済では 8％
成長を維持したが，財政赤字や債務が拡大し外貨準備高も大きく減少するなど，
不安定な状況が続いている。政府は大きな財政負担となった公務員手当ての支給
停止に踏み切ったが，さほど必要性が高くない大規模公共投資事業は継続するな
ど矛盾した対応をとっている。また土地紛争も拡大し国民の不満も高まりはじめ
た。このような状況のなか，10月に起きたラオ航空機墜落事故を機に，ソーシャ
ルメディアの政治的活用の兆しが初めて現れた。外交はベトナムと中国との間で
バランスをとりつつも，中国との蜜月ぶりが目立った。また，韓国や日本との関
係も強化し経済協力関係の多角化が図られた。

国 内 政 治

試験的実施が続く「 3つの建設」
　2012年に公布された政治局決議第03号に基づき，「県を戦略単位に，郡を全分
野における強力な単位に，村を開発単位に建設する」という通称「 3つの建設」
政策が，同年10月 1日から 1都16県，51郡，109村にて試験的に実施されている。
目的は，一部の権限や業務を下級に委譲することで効率的な行政管理を行うとと
もに，地方の主体性を向上させ貧困削減を達成することである。委譲する権限の
多くはいまだに調整中だが，これまで主に 3つの政策が実施されている。

2013年のラオス
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　第 1は人事権の委譲である。決議第03号では，地方部門事務所長の人事権を大
臣から県知事や郡長に委譲することが定められた。ラオスの行政管理メカニズム
は部門別管理と呼ばれ，中央省庁が県と郡に直轄事務所を置き中央集権的管理を
行っている。これ自体に変更はないが，地方がより主体性を発揮できるよう地方
行政首長が当該地域の部門事務所長を人選し，任命できるようになったのである。
たとえば2013年 2月にヴィエンチャン県法務部長が，11月にセコーン県ダクチュ
ン郡労働・社会福祉事務所長が，それぞれ知事と郡長によって任命された。
　第 2は公共事業管理の委譲である。 2月，首都ヴィエンチャンから試験的実施
の対象郡であるチャンタブリー，シーサッタナーク，サントーンの 3郡に，合わ
せて66の公共事業（140億キープ相当）が移管された。郡に公共事業を管理させる
ことで，郡の主体性を向上させるねらいがある。
　第 3は村の改革である。村長は国を代表し行政を司るが，その地位は曖昧であ
り公務員でもなければ日本の地方公共団体首長のような行政特別職でもない。多
くは別に本業を持つ兼職者である。したがって村長には「給与」は支払われず，
国から月額15万キープの「手当て」が支給されるにすぎない。現在，内務省が村
長の国家公務員化を含めたステータスと待遇の改善を検討中である。まずは10月，
2013/14年度（10～ 9月）から109の試験的実施村にて，村長の月額手当てを最大50
万キープに引き上げることが決定された。
　このように「 3つの建設」は，地方や末端に権限や金銭的インセンティブを与
えることで，行政の効率化や地方の主体性向上を目指している。しかしその裏に
は，中央に対する地方の不満を緩和するとともに，末端の村に対する国家の介入
を強めようというねらいも透けてみえる。一部の村にはかつての「社会主義時
代」のように，党や政府の政策を普及する目的でスピーカーが設置されはじめた。
「分権」は行うが管理の手綱は緩めないということだろう。当初 1年間としてい
た試験的実施期間は延長され，2013/14年度も継続されることとなった。

初の統一公務員試験の実施
　 9月14日，縁故採用の原因であった機関ごとの採用を改め，内務省の統轄下で
全国統一公務員試験が初めて実施された。受験資格は18～33歳までのラオス人で
あり，試験は政治や経済などの一般教養知識をみる 1次試験と，各機関が実施し
専門知識をみる 2次試験に分かれている。 1次試験は年 1回実施され，合格者は
2年間有効の合格証を受け取り，その間，12月と 6月に各機関が実施する 2次試
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験を何度でも受験することができる。今回， 1万6500人の採用枠に対して 3万
8410人が応募し， 3万2572人が 1次試験に合格した。試験問題はさほど難しくな
く回答率50％以上で合格できるため，実に応募総数の約85％が合格したことにな
る。つまりほとんどが 1次試験を突破するため， 2次試験を実施する各機関には
縁故採用を行う余地が残される。統一公務員試験の導入は評価できるが，縁故採
用の防止と質の高い人材の採用という問題が解決されたわけではない。

汚職問題の悪化
　2013年は汚職報道が頻繁に行われ，党指導層による汚職問題への言及も目立っ
た。これほど汚職問題が公に議論されたのは現体制成立以降初めてだろう。裏を
返せば，それほど汚職問題が悪化しているということである。
　 6月17日『パサソン社会・経済』紙は，フアパン県財政部，教育・スポーツ部，
労働・社会福祉部，サムヌア郡教育・スポーツ事務所の52人が関与し，2005～
2010年の 5年間で173億7300万キープを横領した事件を報道した。また同紙は 7
月11日にも，税務官 3人が企業の法人税納付額を低く抑える見返りに，現金数千
ドルを受け取った贈収賄事件を報じている。11月には Vientiane Times紙が，フア
パン県財政部と教育・スポーツ部の職員58人が，2012/13年度予算から210億キー
プを横領し，20人が告訴され，25人が党籍剥奪や昇進停止などの処分を受けたと
報道した。
　このように汚職が拡大するなか，政府は 6月 4日に首相令第159号を公布し，
党指導部を含むすべての党・国家機関公務員，少尉以上の軍人と警察官，そして
それらの近親者の資産申告を義務づけた。対象者は土地，住宅，建物，車輌，金，
現金，預金額など2000万キープ以上の資産，また500万キープ以上の贈与を 2年
ごとに申告しなければならない。首相令は2014年 1月 1日から施行され 2月から
申告が開始される。しかし申告内容は非公開であり，その効果はすでに疑問視さ
れている。

ラオ航空機墜落事故とソーシャルメディアの「政治的」利用
　10月16日，首都ヴィエンチャン発パクセー行きのラオ航空301便が着陸直前に
墜落し，乗客乗員合わせて49人全員が死亡する事故が起きた。今回の事故は現体
制始まって以来の大惨事であり，墜落直後から多くの人がソーシャル・ネット
ワークキング・サービス（SNS）を通じて事故情報を求め，航空関係者や一部の社
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会情報誌が Facebookなどを通じて関連情報を提供した。そして，政府に対して
迅速な情報開示を求める声，また事故防止のためのルール作りを求める声など，
多くのコメントが寄せられた。なかには政府批判や体制批判と受け取れる意見も
あった。インターネット上には政治議論が行われるラオ語サイトもあるが，これ
まで SNSの使用方法はあくまで個人の娯楽ツールに限定され，政治的に利用さ
れることはほとんどなかった。ところが今回の事故では，たとえば国内ユーザー
数40万人といわれる Facebookが瞬時に「政治空間」となり，さまざまな議論が
同時多発的に展開されたのである。
　事故から 1週間後，政府は不正確な情報や不適切な写真が掲載されたことを理
由に，今後は中国やベトナムを参考にソーシャルメディアの規制を検討すると発
表した。ソーシャルメディアにおける不適切な情報や写真の氾濫は今に始まった
ことではない。しかし政府がこれほど敏感に反応した背景には，やはり SNSの
政治的利用を牽制するねらいがあったのだろう。その後「政治空間」はすぐに沈
静化したが，今後もきっかけ次第で SNSが政治性を帯び，体制批判が展開され
る可能性は十分ある。

第10回党大会準備とブアソーン元首相復活の兆し
　 2月15日，党書記局命令第07号が公布され，2016年開催予定の第10回党大会に
向けた準備が省・国家機関・地方で始まった。また党書記局は前日の 2月14日に
第31号決議を公布し，経済開発戦略・計画研究班を設置した。設置目的は政治局
や書記局の補佐機関として，次回党大会に向けて第 8次経済・社会開発 5カ年計
画（2016～2020年），国家経済・社会開発10年戦略（2015～2025年），そして2030年
までの国家ビジョンを作成することである。つまり今後の国家方針や目標を定め
る重要な機関といえる。このような重要任務を担う組織の長に，2010年に失脚し
たブアソーン元首相が就任したことは少なからず驚きであった（失脚理由につい
ては『アジア動向年報2011』を参照）。これはブアソーンが次回党大会で党中央
執行委員に復活し，さらなる重職に就く可能性を示唆しており，今回の人事はそ
の布石といえる。

サイソンブーン県の設置
　12月13日，第 7期第 6回国会にてヴィエンチャン県サイソンブーン郡を新たに
県として設置することが承認された。サイソンブーン地域はかつてのモン族反政
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府ゲリラの拠点であり，1994年に軍事管理を目的にヴィエンチャン県とシェンク
アン県の一部を統合し特別区として設立された。その後治安問題が解決したこと
を受けて，特別区は2006年に廃止され， 5つの構成郡はヴィエンチャン県とシェ
ンクアン県に再び割譲された。今回新設されたサイソンブーン県も 5郡（現在の
サイソンブーン郡を分割したアヌウォン郡とロンチェン郡，ヴィエンチャン県ホ
ム郡を分割したホム郡とロンサン郡，シェンクアン県のタートム郡）で構成され，
人口は約 8万1800人となっている。しかしこの人口数は県設立の法定要件である
12万人を満たしていない。それでもサイソンブーンを県に格上げするのは，貧困
にあえぐ同地域にこれまで以上の予算を配分し，経済・社会インフラ整備を通じ
て貧困削減を達成するためである。政府は現在，効率的な行政サービスの提供と
貧困削減を目的に，県や郡を分割し行政区の縮小化を進めている。今後も新たな
県や郡が設立される可能性がある。
　県新設のもうひとつの注目点は，土地絡みの問題が噂され2011年に党中央執行
委員から降格したソムバット元ヴィエンチャン都知事が，県知事に就任したこと
である。ソムバットはもともと地方行政首長の経験が長く，その手腕には定評が
あった。ソムバットもブアソーンと同様に，次回党大会で党中央執行委員に復活
する可能性が高い。

経 済

高成長の裏で悪化する財政赤字と債務問題
　12月の第 7期第 6回国会での政府報告によると，2012/13年度の経済成長率は
8％であった。産業別では農林業3.1％，工業7.4％，サービス業9.7％の成長であ
り，GDPに占める割合はそれぞれ25.2％，28％，38.9％となっている。 1人当た
りの年間平均収入は1210万キープ（1534ドル）であり，貧困村は前年度から317減
少し2291村（全村の26.7％）となった。また 6つの郡が貧困脱却宣言を行った。以
上からはラオスが順調に経済発展を遂げ貧困削減を達成しているようにみえる。
しかし高い経済成長率の裏では財政赤字や債務が拡大し，年度後半には財政危機
の懸念も出始めた。IMFもラオス経済は拡張的マクロ経済政策により「過熱気
味」だとし，政府に対して財政緊縮と金融引き締めによる経済安定化を求めてい
る。
　2012/13年度の財政赤字は 4兆4090億キープ，対 GDP比5.5％となり前年度の
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2.3％から大きく拡大した。主な原因は，2012年10月 1日から実施された公務員
給与の37％引き上げと月額手当て76万キープの一律支給，設備投資の増加，そし
て鉱物資源部門からの収入低下である。なかでも公務員手当ての一律支給は大き
な財政負担となり，給与そのものが数カ月間支払えない事態に陥った。 9月，政
府はすでに決定していた2013/14年度からの公務員給与の約40％引き上げは実施
するものの，手当ての支給は停止すると発表した。それにより確保できる 1兆
3680億キープ（約 1億7000万ドル）は債務の支払いに充てられる。
　対外債務は12月末時点で30億ドルを超え，対 GDP比33.4％となった。政府は
債務のほとんどが低利子融資であり，かつ返済期間25年以上と長期であるため問
題ないとしている。一方 IMFは，債務リスクは高くないがラオスの対外債務は
2013年に対 GDP比で47.4％，2014年には49.1％にまで拡大すると予測し注意を喚
起している。また，経常収支赤字が拡大し，外貨準備高が減少していることにつ
いても懸念が示されている。IMFの推計によると，経常収支赤字は対 GDP比で
2011年の15.2％から2013年には29.5％まで拡大し， 6月には外貨準備高が輸入の
0.8カ月分にまで減少した。 8月 5日，それを裏づけるようにラオス銀行（中央銀
行）は外貨販売規制に関する通達を公布し，市民は2000万キープまでしか外貨購
入ができなくなった。 9月11日には，ラオス銀行が商業銀行による外貨建て融資
を規制する通達を公布した。政府は12月，外貨準備高は輸入の5.4カ月分あり問
題ないと発表したが，外貨に関する両規制は2014年に入っても続いている。
　国内債務も増加傾向にある。IMFによると国内債務は2011年の対 GDP比8.9％
から2012年には15.8％となり，2013年も拡大傾向が続いている。過去数年間，多
くの国家機関が国会承認を得ていないにもかかわらず，民間企業に費用を先払い
させる形でインフラ事業を行ってきた。民間企業は随意契約で選ばれるため事業
コストは自ずと高くなるが，企業は国家機関との契約を担保に銀行から融資を受
けることができる。こうして政府の債務が膨らんでいき，また汚職拡大の原因と
もなったのである。12月の第 7期第 6回国会でトーンシン首相は，「国内債務は非
常に重くのしかかっている」と述べ，状況が思わしくないことを暗に認めている。
　政府は今後，国会未承認プロジェクトは認めないとしている。また，近年増加
していた国家機関の相談役やアドバイザー職を廃止し，人員削減にも着手した。
一方で，事業費70億ドルを中国からの借款で賄う中国＝ラオス高速鉄道事業や地
方空港建設事業など，59のメガプロジェクトは継続するとしている。つまり党・
政府指導部には，財政支出を抑え経済開発のスピードを緩めるつもりはないので
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ある。しかし財政赤字と債務問題をなおざりにすれば，経済全体に悪影響を及ぼ
すことは避けられない。指導部には目先の経済成長率ではなく長期的視野を持っ
た対応が求められる。

好調な外国直接投資と日系企業の進出
　2012/13年度，政府は前年度比13.3％増となる30億4852万ドル相当の国内外民
間投資を認可した。そのうち外国投資は約25億ドルとみられている。主な投資分
野は電力，金融，観光，不動産，建設部門である。外国直接投資は2006年から
2011年までは年間平均22億ドル，2011年から2013年までは24億6000万ドルと順調
に推移してきた。中国，タイ，ベトナム企業が上位を占めているが，2012/13年
度は日系企業の進出が近年になく目立った。
　たとえば 3月，ニコンが中部サワンナケート県の経済特区に工場を建設し，デ
ジタル一眼レフカメラの製造工程の一部をタイから移転することを決定した。 4
月には，トヨタ紡織がクルマのシートカバー生産工場を，また，旭テックが現地
企業との合弁でアルミダイカスト部品製造工場を，ニコンと同様にそれぞれサワ
ンナケート県に建設すると発表した。 5月，日系企業が資本参加するカンボジア
のプノンペン経済特別区社（PPSEZ）が，サワン・セノー特別経済区ゾーン Bを
開発することでラオス政府と合意した。 7月には，みずほ銀行が計画・投資省と
業務協力に関する覚書を締結している。11月，ラオスを訪問した安倍晋三首相は
日系企業の進出支援のため日本貿易振興機構（ジェトロ）事務所を設立すると発表
した。今後も日系企業の進出が続いていくと考えられる。

労働者不足と高等教育改革
　ラオスでは経済発展とともに社会の学歴志向が強まり，2000年代に入り私立大
学数が急増した。一方，製造業への外国投資の増加に伴い，労働市場では熟練お
よび非熟練工場労働者の需要が高まった。しかし大学卒業者は曲がりなりにも
「高学歴者」であり，彼らは工場労働者としての就職を望んでいない。このよう
な労働市場での需要と供給のミスマッチにより労働者不足が発生し，その数はす
でに年間 3万人ともいわれている。
　 6月，教育・スポーツ省は2015年までに首都ヴィエンチャンの国立・私立大学
など54の高等教育機関の評価を実施するため，学部や学科の新設を停止した。ま
た私立大学は，2013/14年度に学士コースを開講することも禁じられた。評価結
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果次第では廃校になる可能性もある。これは，乱立した私立大学の増加に歯止め
をかけるとともに，大学進学の門戸を狭めることで学生の質を高め，また職業訓
練学校への進学者数を増やすことがねらいである。2013/14年度の国立大学 5校
の学生受け入れ人数は，高校卒業者数約 4万4490人に対し 1万人であった。これ
まで，国立大学に進学できない者の多くは私立大学に進んだが，今回の措置によ
り今年度の私立大学入学者数は大幅に減った。しかし，国公立の職業訓練学校22
校の学生登録数は 1万人と目標の 1万5000人を大きく下回っている。政府は職業
訓練学校進学者への月額生活手当てを 7万キープから30万キープに引き上げるな
どサポート体制を拡充したが，多くの学生は学士コースの再開を待ち，職業訓練
学校への進学は希望していない。
　12月，国会は労働法改正案を可決し，企業が雇用できる非熟練外国人労働者の
比率を総労働者数の10％から15％に，熟練労働者については20％から25％にそれ
ぞれ引き上げた。また，就業可能な最低年齢を現行の14歳から12歳に引き下げて
いる。教育制度改革は時間を要するため，外国人労働者や児童労働への規制を緩
和することで，当面の労働者不足に対応しようということである。

天然資源開発の新たな局面
　政府は2012年 6月，鉱物資源やゴム・ユーカリ栽培関連事業への新規土地コン
セッション（国土の使用権や事業にかかる建設，操業，採掘権等を供与すること）
供与を2015年末まで中止することを発表した。以降，政府は土地政策を見直し，
これまで認可した470の鉱物関連事業の評価を進めてきた。12月の第 7期第 6回
国会でソムディー計画・投資大臣は，中央が認可した204事業のうち，170事業の
評価を終えたことを明らかにした。評価は法律や規則の遵守，環境管理，コミュ
ニティ開発など 8つの基準に沿って行われ，14事業が A評価，92事業が B評価，
56事業が C評価， 8事業が D評価となった。ソムディー大臣は D評価の 8事業
について，上級機関に対し認可取り消しを提案するとしている。
　11月，MMGランサン・ミネラルズ社は，鉱石の枯渇と生産コスト上昇を理由
に，セポン鉱山での金採掘を12月で終了すると発表した。セポン鉱山は2002年12
月に操業を開始し，これまで10億ドル以上の収入を政府にもたらしてきた。政府
によると，すでにセポン鉱山の収入の92％は銅生産が占めており，金採掘停止に
よる経済的影響は少ないという。しかし採掘停止に伴う失業や，企業が担ってい
た近隣コミュニティ開発の継続という新たな問題が浮上している。今後，全国で
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実施されている数百のプロジェクトが同様の問題を抱えることになり，政府の対
応が注目される。
　一方エネルギーセクターでは， 9月末，政府がメコン川委員会に対してチャン
パーサック県を流れるメコン川本流にドンサホンダムを建設すると伝えた。メコ
ン川本流へのダム建設はサイニャブリーダムに続き 2基目である。下流のベトナ
ムやカンボジア，また国際 NGOなどは反対の声を上げている。しかしラオス政
府は，ダム建設サイトは複数ある水路のひとつであり「本流」ではなく，また規
模も小さいため環境への影響も少ないと強気の姿勢を崩していない。今後も経済
開発を優先させ，メコン川本流へのさらなるダム建設が行われる可能性がある。

土地問題
　外国企業への土地コンセッション供与や開発プロジェクトによる土地紛争が拡
大し，住民と行政や企業の間で対立が表面化している。たとえばカムアン県では，
土地収用問題の解決を試みた住民が数カ月間当局に拘束される事件が起きた。首
都ヴィエンチャンのタートルアン特定経済区開発では，一部住民が補償額に納得
せず立ち退きに反対している。またセコーン県では，ベトナム企業のゴム栽培プ
ロジェクトで土地を奪われた住民が不満を募らせ，行政との口論の末に拘束され
る事態に発展した。そのほかアッタプー県やボケオ県などでも土地紛争が起きて
いる。このような土地紛争の拡大を受けて，政府は国家土地政策の策定に着手し
た。主な方針は，土地権利書の保有に関係なく先祖代々受け継がれた土地の権利
を認めること，商業開発の場合は市場価格で補償を行うこと，公共事業の場合は
「合理的価格」で補償を行うこと，そして，補償に関する協議の透明性を確保し
住民参加を認めることである。国家土地政策は2013年に国会で承認される予定で
あったが，商業開発と公共事業の定義や合理的価格の基準などが明確でなく，承
認に至らなかった。また，国民の意見が十分に反映されていないという問題もあ
る。土地問題に対する国民の不満はくすぶっており，政府には一刻も早い対応が
求められている。

対 外 関 係

蜜月ぶりが目立った対中国関係
　2013年，中国との関係はいっそう深化し，中国はもはやラオスにとってベトナ
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ムを上回るもっとも重
要なパートナーといっ
ても過言ではない。 8
月，王毅外交部長が来
訪しトーンルン副首相
兼外務大臣と会談した。
会談で王外交部長は，
中国＝ラオス高速鉄道
建設計画の実現を約束
するとともに， 5億
7300万元の融資をドン
マカーイ水道プロジェ
クトに，20万ドルをデ
ング熱対策に提供する
ことで合意した。 9月，トーンシン首相が第10回中国・ASEAN博覧会出席のた
め訪中し，李克強首相と会談した。会談でトーンシン首相は，高速鉄道建設計画
はラオス政府の最優先事項であると伝え，李首相は関係部門に具体化を促してい
ると応じた。また中国は，2013年に両国間で合意した事業に対して無償援助 3億
元，無利子融資 2億元を行うとした。
　9月末にはチュームマリー国家主席が中国を訪問し，習近平国家主席と会談し
た。会談で習国家主席は，両国の思想や理想は一致し，開発路線を共有するとと
もに相互利益についても運命を共にしているとし，2009年に「包括的な戦略的
パートナーシップ」を確立して以降，とくに政治関係を深化させてきたとの認識
を示した。これまでも両国は「同じ理想」を共有しているとの立場をとってきた。
しかし今回，習国家主席は「運命を共に」と前政権よりも一歩踏み込んだ発言を
しており，両国関係が新たな段階に引き上げられたことがうかがえる。それを裏
づけるかのように両国は，今後の協力関係の基礎となる「包括的な戦略的協力関
係拡大に関する実行計画」「ラオス・中国両政府間の経済技術分野に関する協力
協定」に調印した。今後両国は，インフラ，農業，天然資源加工，エネルギー，
鉱業，観光，貧困削減，テレコミュニケーション，中小企業，人的資源分野での
協力を優先させる。また中国は，10月にも 1億元の無償援助を行うことなどでラ
オス側と合意している。
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　経済関係も順調に推移し，両国の貿易総額は2013年の11カ月間で初めて20億ド
ルに達した。中国による直接投資は累計で50億ドルを超え，首都ヴィエンチャン
ではタートルアン特定経済区やショッピングモール建設などの中国関連事業も進
み，中国人の流入が一段と加速している。

静かな対ベトナム関係
　2012年はベトナムとの外交関係樹立50周年，友好協力条約締結35周年を祝うイ
ベントが数多く開催され，両国の「特別な関係」を内外に強くアピールした年と
なった。その反面，2013年も例年どおりあらゆるレベルで交流が行われたものの，
両国関係は非常に静かだった印象を受ける。
　 1月，両国の共産党は「ラオスとベトナムの刷新事業促進における理論と実践
の主要問題」と題するセミナーをハノイで開催した。社会主義を理想に据えつつ
も市場経済に基づく経済発展を進めるラオスにとって，ベトナムの経験と理論構
築は大いに参考となる。 3月にも両国の社会科学院が理論問題について話し合っ
ている。同じく 3月，グエン・タン・ズン・ベトナム首相が来訪し，トーンシン
首相とともにシェンクアン県で開催された両国の投資促進会議に出席した。 7月
には懸案事項であった国境標識確定作業が終了し，両首相参加の下で式典が開催
された。10月，チュームマリー国家主席がヴォー・グエン・ザップ将軍の葬儀出
席のためベトナムを訪問した。チュームマリー国家主席は2012年末にベトナムを
訪問しており，2013年の公式訪問予定はなかったと考えられる。そのためグエ
ン・フー・チョン・ベトナム共産党書記長との会談でも，両国の「特別な関係」
を確認するにとどまった。
　政治と比べて投資関係は活発であった。 3月，ホン・クワン（Hong Quang）社
がタケーク特定経済区に 1億5200万ドルを投資することで経済区管理委員会と合
意した。また，ホアン・アイン・ザー・ライ・ジョイントストック・カンパニー
（HAGL）は， 5月にはアッタプー県， 6月にはフアパン県の空港建設でラオス政
府と合意した。建設費用はそれぞれ3600万ドル，7400万ドルである。ベトナム企
業の投資は順調に増えており，これまでの投資の累計は412プロジェクト，50億
1200万ドル相当となった。一方で，ベトナム企業と住民の間の土地紛争がとくに
南部で拡大し，住民の不満が高まっている。貿易総額は，2013年最初の10カ月で
前年同期比13％増の 8億170万ドルとなったが，目標である2015年の総額20億ド
ルは達成が難しい状況である。
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年々深まる対韓国関係
　前年のトーンシン首相に続き，2013年11月，チュームマリー国家主席がラオス
の国家主席として初めて韓国を訪問し，朴槿恵大統領と会談した。会談で両首脳
は，経済，貿易，投資，文化など幅広い分野での協力関係促進で一致したほか，
ラオスの鉱物部門への韓国企業の進出支援でも合意した。さらに両国は，2014～
2017年まで韓国経済開発協力基金がラオスに対し 2億ドルの無償・有償援助を行
うことで合意した。 9月には，韓国国際協力団（KOICA）の金永穆理事長がラオ
スを訪問し，ラオスの農村開発支援を約束している。
　経済関係も順調である。韓国企業による投資は累計で256プロジェクト， 8億
8900万ドル相当に上っている。2013年には，大韓貿易振興公社（KOTRA）が 4回
の貿易ミッションを実施するなど，韓国企業によるラオスへの関心もいっそう高
まっている。貿易関係も拡大し，総額は2006年の1600万ドルから2012年には 1億
7600万ドルとなった。その他，保健分野や遺跡修復などの文化面での協力も拡大
しており，韓国人の流入も増えている。
　一方両国の間には脱北者問題がある。 5月，中国からラオスに不正入国した脱
北者 9人が拘束され，朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）に強制送還される事件が
起きた。ラオスは脱北者が中国を抜け第三国に向かう際の通り道となっており，
これまでも在ラオスの諸外国大使館に脱北者が逃げ込む事件が何度もあった。そ
の際，ラオス政府は暗黙裡に彼らの第三国への出国を認めていたが，今回は北朝
鮮からの強い要請によりこれまでとは異なる対応をとったと考えられる。ラオス
は韓国との関係を深化させたい方針だが北朝鮮とも友好関係にある。一方韓国も，
ラオスとの経済関係構築に高い関心を示しているが，脱北者問題は国内の関心が
高く，対応を誤れば政権への批判につながりかねない。現在でもラオス国内には
第三国への出国を待つ脱北者が複数いるとみられており，両国にとって複雑な問
題となっている。

安倍首相のラオス訪問
　11月，安倍首相がラオスを訪問しトーンシン首相と会談した。会談で安倍首相
は「積極的平和主義」について説明し，両国の外務，防衛当局間で安全保障対話
枠組を設立することで一致した。これは中国を念頭においた日本側の提案であろ
う。しかし中国はラオスにとってもっとも重要なパートナーであり，日本の思惑
どおりに進むとは考えられない。ラオスは日本の要望に応じつつも，中国には日
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本を，また日本には中国の存在を利用することで，双方からさらなる経済援助を
引き出すねらいがあると考えられる。また安倍首相は，日本がインフラ，農業，
教育，保健などの分野でラオスの経済・社会開発を支援していくとし，国際空港
ターミナルの拡張や貧困対策に約95億円の円借款を供与することでトーンシン首
相と合意した。さらに両国は医療分野の協力に関する覚書を結ぶとともに，両国
間の直行便開設に向けた航空協定の締結を検討することでも意見が一致した。12
月13日，日・ASEAN特別首脳会議などに出席するためトーンシン首相が訪日し，
再び安倍首相と会談した。この機会に両国は，11月に合意した空港拡張プロジェ
クトと貧困対策への円借款，そして橋梁建設や不発弾処理に関する無償援助約16
億円に関する交換公文に署名している。

2014年の課題
　政治では，第10回党大会の準備が本格的に始まり，人事異動も活発になると考
えられる。また「 3つの建設」運動がさらに展開され行政改革も進むだろう。ま
ずは政治行政面での安定を維持することが何よりも重要である。一方汚職問題は
政治に悪影響を及ぼしはじめており，もはや「ガス抜き」ではない抜本的な対策
を講じる必要がある。経済では財政問題，債務問題，土地問題の解決が急務であ
ろう。とくに公務員給与の遅払いや土地問題は2014年になっても続いており，
党・政府への国民の信頼を大きく損なう可能性がある。外交は中国を中心に展開
していくと考えられ，ベトナムとのバランスの取り方がこれまで以上に重要にな
る。またメコン川本流へのダム建設など，近隣諸国や国際社会が懸念を示してい
る事案への真摯な対応も求められる。2013年はこれまでの経済開発の歪みが表れ，
党・政府指導部は多くの問題に直面した。社会や国民も徐々に変化しつつあり，
以前と比較して国民の直接行動も頻繁にみられるようになった。故カイソーン書
記長は1986年に「チンタナカーン・マイ」（新思考）というスローガンを掲げ，現
在の刷新路線を軌道に乗せた。経済・社会の変化に対して場当たり的な対応しか
できない現指導部は，再び思考の転換を求められているのかもしれない。国民の
信頼を損ない，地域や国際社会におけるラオスのプレステージを落としてまで強
引に進める開発の意義はどこにあるのだろうか。党・政府指導部は，現在の路線
の正当性を明確にするべき段階にきている。 （地域研究センター）
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1 月 1 日 ▼最低賃金の34万8000キープ から62万
6000キープ への引き上げ実施。
4 日 ▼2012年のラオス・ベトナム友好団結

年総括会議，開催。
8 日 ▼国家建設戦線，社会階層の定義に関

するセミナー開催（～10日）。
10日 ▼ラオス人民革命党とベトナム共産党，

「ラオスとベトナムの刷新事業促進における
理論と実践の主要問題」と題する第 1回理論
セミナーをハノイで開催（～12日）。
22日 ▼第 3回ラオス政府・中国企業会合，
開催。
25日 ▼財政省，税務局管轄の638企業を首
都ヴィエンチャン財政部に移管。
2 月 1 日 ▼ラオスとタイの鉄道当局者，タナ
レーン＝ヴィエンチャン線の拡張， 9号線鉄
道，中国＝ラオス高速鉄道などについて協議。
2 日 ▼ラオス，WTOに正式加盟。
4 日 ▼「 3つの建設」に関する全国会議開

催（～ 5日）。チュームマリー国家主席が村長
の国家公務員化問題について言及。
14日 ▼経済開発戦略・計画研究班の組織と

活動に関する党書記局第31号決議，公布。
15日 ▼省・国家機関・地方における党大会

実施準備に関する党書記局命令第07号，公布。
23日 ▼ブアシー・ローワンサイ元国会議員，
死去。享年76歳。
26日 ▼首都ヴィエンチャン官房，タートル
アン特定経済区建設に係る 8村の土地の売却
や譲渡などを禁止する通達第445号を公布。
3 月 3 日 ▼チュアン書記局員，中国訪問（～
9日）。劉奇葆中央政治局委員・中央書記処
書記と会談。
13日 ▼トーンシン首相，インラック・タイ
首相と会談し今後の協力について協議。

▼グエン・タン・ズン・ベトナム首相，来

訪（～14日）。トーンシン首相とともに両国の
投資促進会議に出席。
19日 ▼月例閣僚会議開催（～21日）。トーン

シン首相，民間セクターが先行投資するイン
フラ事業の禁止を指示。
21日 ▼首相・副首相会議開催。公務員給与

の遅払いや公共投資事業認可の厳格化につい
て協議。

▼ニコン，サワンナケート県にデジタル一
眼レフカメラの生産工場を建設すると発表。
4 月 8 日 ▼トヨタ紡織，サワンナケート県に
自動車用シートカバー生産工場を建設すると
発表。
10日 ▼ 9号線鉄道を建設するマレーシア企
業ジャイアント・コンソリデイテッド（GCL），
ニュージーランドの金融機関リッチ・バンコ
社（Rich Banco Bhd）から50億㌦の融資を受け
ることで合意。
24日 ▼旭テック，サワンナケート県にアル
ミダイカスト部品製造工場を建設すると発表。
29日 ▼月例閣僚会議開催（～30日）。国家土

地政策案を承認。
5 月 6 日 ▼第 9期党中央執行委員会第 6回総
会，開催（～16日）。第 9回党大会決議の中間
執行状況，2013/14年度方針，各委員の役割
などについて協議。
10日 ▼プノンペン経済特別区社（PPSEZ）と

ナムター道路・橋梁建設株式会社，サワン・
セノー特別経済区ゾーン Bを建設することで
サワン・セノー特別経済区管理委員会と合意。

▼ウドムサイ県警察， 9人の脱北者を拘束。
27日に北朝鮮大使館に引き渡す。

▼ベトナム企業ホアン・アイン・ザー・ラ
イ・ジョイントストック・カンパニー
（HAGL），アッタプー県に空港を建設するこ
とで公共事業・運輸省と合意。建設費用は約

重要日誌 ラオス　2013年
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3600万㌦。
19日 ▼第 2回ラオス政府・タイ政府合同閣
議，タイのチェンマイで開催。
23日 ▼トーンルン副首相・外務大臣，第19
回国際交流会議「アジアの未来」参加のため
訪日。安倍首相と会談。
30日 ▼ラオス政府，タイで15億バー

ツ の国債発
行。
6 月 4 日 ▼トーンシン首相，資産公開に関す
る首相令第159号を公布。公務員とその近親
者は2014年 1月 1日から 2年ごとの資産申告
が義務化。
7 日 ▼国家建設戦線，公共・民間投資プロ

ジェクトで影響を受ける民族と協議を行う場
合のガイドラインを配布。

▼人材開発業務の担当機関を党組織委員会
から教育・スポーツ省に変更。
15日 ▼ベトナム企業 HAGL，フアパン県

空港建設のため7400万㌦の無利子融資を行う
ことで公共事業・運輸省と合意。
17日 ▼『パサソン社会・経済』紙，フアパ
ン県での横領事件を報道。
24日 ▼教育・スポーツ省年次会議開催。私

立大学での2013/14年度学士コース開講停止
を決定。
7 月 8 日 ▼第 7期第 5回国会，開会（～26日）。
3つの新法（科学・技術法，社会保険法，ラ
オス女性同盟法）と 2つの改正法（観光法，食
品法）を可決。
9 日 ▼経済開発戦略・計画研究班の組織と

活動に関する党書記局第31号決議（ 2月14日
付）普及会議，開催。

▼ラオス・ベトナム国境画定プロジェクト
終了式典，タントゥイ・ナムオン国境で開催。
両国首相が参加。
10日 ▼みずほ銀行，日系企業の投資促進と
支援を行うため，計画・投資省と業務協力に

関する覚書に調印。
11日 ▼『パサソン社会・経済』紙，税務官
の汚職を報道。
17日 ▼サンニャーハック党中央執行委員・

国防副大臣，死去。享年45歳。
8 月 2 日 ▼中国の王毅外交部長，来訪（～ 3
日）。トーンルン副首相・外務大臣と会談し，
中国＝ラオス高速鉄道プロジェクトの実現を
約束し， 5億7300万元の融資をドンマカーイ
水道プロジェクトに提供することなどで合意。
5 日 ▼ラオス銀行，外貨販売を制限する通

達第243号を公布し，市民が購入できる外貨
を2000万キー

プ に制限。
20日 ▼党機関紙『パサソン』（人民），汚職
問題に関する社説を掲載。

▼第 8回ラオス・ビジネスフォーラム開催。
数万人単位での労働力不足を指摘。
9 月 2 日 ▼第10回中国・ASEAN博覧会出席
中のトーンシン首相，李克強首相と会談。
9 日 ▼第 7回ラオス・インド二国間合同協

力委員会会合，開催。インド輸出入銀行はラ
オス 4県の灌漑事業に対して3000万㌦を限度
額とする融資を提供することで合意。

▼トーンシン首相，国家機関の相談役やア
ドバイザーを廃止する首相令を公布。
11日 ▼ラオス銀行，商業銀行の外貨による

融資を制限する決定第792号公布。
12日 ▼パニー国会議長，韓国訪問（～14日）。
13日 ▼韓国国際協力団（KOICA）金永穆理
事長，来訪。
14日 ▼初の全国統一公務員試験，実施。
16日 ▼2012/13年度政府会議，開催（～20日）。

公務員手当て月額76万キー
プ の支給停止を決定。

23日 ▼ニコン，サワン＝セノー特別経済区
に工場をオープン。
26日 ▼チュームマリー国家主席，中国訪問

（～30日）。習近平中国国家主席と会談。
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30日 ▼ラオス政府，メコン川委員会にドン
サホンダムを建設すると伝達。
10月 1 日 ▼政府，76万キー

プ の公務員手当て支給
を停止。

▼村行政の改善と村級職員の手当てに関す
る政治局決議第08号普及会議，開催。
2 日 ▼2012/13年度経済・社会開発計画と

予算計画の実施状況総括，2013/14年度計画
普及のための会議，開催（～ 3日）。トーンシ
ン首相が 8％以上の経済成長は国家のプライ
ドだと発言。
12日 ▼チュームマリー国家主席，ヴォー・
グエン・ザップ将軍の葬儀出席のため，ベト
ナムを訪問。グエン・フー・チョン・ベトナ
ム共産党書記長と会談。
16日 ▼首都ヴィエンチャン発パクセー行き

ラオ航空301便，パクセー空港付近で墜落。
乗員乗客49人全員死亡。
20日 ▼チュームマリー国家主席，フランス
訪問（～25日）。オランド大統領と会談し経
済・貿易関係の拡大で合意。
21日 ▼ラオス政府と韓国政府，第 3回高級
政策協議会合開催（～22日）。
22日 ▼政府，ソーシャルメディアを管理す
るための新たな規制作成を示唆。
30日 ▼ラオス政府，中国政府と 6つの合意
文書に調印。中国はラオスに対し経済・技術
協力で 1億元（約1640万㌦）の無償援助などを
行う。
11月 2 日 ▼ラオス人民革命党と中国共産党，
党の活動改善とクリーンな政府の建設に関す
るセミナー開催。
10日 ▼ラオス政府，下流に位置するベトナ
ムやカンボジアの代表，また国際機関や
NGO代表などによるドンサホンダム建設予
定地視察ツアーを実施（～11日）。
11日 ▼第 9期党中央執行委員会第 7会総会，

開催（～15日）。会議では2012/13年度経済・
社会開発計画や予算計画執行状況，マクロ経
済の安定化や給与政策などを協議し，第10回
党大会文書に関する指導を行う。
17日 ▼安倍首相，来訪。トーンシン首相と
会談しジェトロ事務所の設立を発表。
18日 ▼ MMGランサン・ミネラルズ社，12

月にセポン鉱山での金採掘を終了すると発表。
19日 ▼ Vientiane Times紙，フアパン県検査
当局が210億キー

プ の横領事件を摘発と報道。

▼ラジオ・フリー・アジア（RFA），リア
ン・セコーン県副知事が土地問題に絡み更迭
されたと報道。
21日 ▼チュームマリー国家主席，韓国訪問

（～23日）。朴槿恵大統領と会談。
29日 ▼ラオス政府，タイで30億バー

ツ の国債発
行。
12月 4 日 ▼ラオス政府と IMF，マクロ経済
の安定と持続的な成長について協議。
9 日 ▼チュームマリー国家主席，ミャン

マー訪問（～12日）。テインセイン大統領と会
談。

▼第 7期第 6回国会，開会（～27日）。 5つ
の新法（軍事検察院法，軍事裁判所法，子供
審判法，バイオテクノロジーの安全に関する
法，職業訓練教育法）， 7つの改正法（労働法，
企業法，会計法，測量法，付加価値税法，工
業加工法，国家遺産法）を可決し，水資源法
改正案を差し戻す。
13日 ▼トーンシン首相，日・ASEAN特別
首脳会議などに出席のため訪日。15日に安倍
首相と会談。

▼国会，ヴィエンチャン県サイソンブーン
郡の県への格上げを承認。
25日 ▼ラオス証券市場，ラオ・ワールド株
式会社（Lao World Public Company）に上場認
定書を授与。証券市場への上場は 3社目。
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参考資料 ラオス　2013年

　 1 　国家機構図（2013年12月末現在）

　 2 　政府主要人名簿（2013年12月末現在）

国家主席（大統領）  Choummaly Saynyasone
国家副主席（副大統領） Bounnyang Vorachith
国民議会（国会）議長  Pany Yathotou＊

　内閣
首　相  Thongsing Thammavong 
副首相  Asang Laoly
副首相兼外相  Thongloun Sisoulith
副首相兼国防相  Douangchay Phichit 
副首相  Somsavat Lengsavad

政府検査機構長・反汚職機構長
  Bounthong Chitmany
公安相  Thongban Sengaphone
労働・社会福祉相  Onchanh Thammavong＊

財政相  Phouphet Khamphounvong
情報・文化・観光相  Bosengkham Vongdara 
法務相  Chaleun Yiapaoher
計画・投資相  Somdy Douangdy
保健相  Eksavang Vongvichit 
教育・スポーツ相  Phankham Viphavanh
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工業・商業相  Nam Vinyaketh
エネルギー・鉱業相  Soulivong Daravong
公共事業・運輸相  Sommath Pholsena
農林相  Vilayvanh Phomkhe
内務相  Khampane Philavong
国家主席府相  Phongsavath Boupha
科学･技術相  Boviengkham Vongdara
天然資源・環境相  Noulinh Sinbandhit
郵便・テレコミュニケーション相
 Hiem Phommachanh
政府官房大臣  Sinlavong Khoutphaythoune
 （官房長官）
 Bounpheng Mounphosay＊

 （政府報道官）
 Bounheuang Douangphachanh
 （国家農村開発・貧困削減委員会委員長）
 Bountiem Phitsamay
 （衛星・電子政府プロジェクト担当）
 Khempheng Pholsena＊

 （国家母子委員会委員長）
 （国家女性の地位向上委員会委員長）
 Douangsavath Souphanouvong
 （法治国家建設担当） 
ラオス銀行総裁  Somphao Phaysith

　 3 　ラオス人民革命党政治局員　 
Choummaly Saynyasone
 （党書記長，国家主席） 
Thongsing Thammavong （首相）
Bounnyang Vorachit （国家副主席）
Pany Yathotou＊ （国会議長）
Asang Laoly （副首相）
Thongloun Sisoulith （副首相兼外相）
Douangchay Phichit （副首相兼国防相）
Somsavat Lengsavad  （副首相）
Bounthong Chitmany
 （政府検査機構長・反汚職機構長）

Bounpone Bouttanavong （党中央事務局長）
Phankham Viphavanh  （教育・スポーツ相）

　 4 　国民議会（国会）　
議　長  Pany Yathotou＊

副議長  Saysomphone　Phomvihane
 Somphanh Phengkhammy
常務委員会  Pany Yathotou＊

 Saysomphone Phomvihane
 Somphanh Phengkhammy
 Douangdy Outhachak 
 Davone Vangvichit
 Koukeo Akkhamounty
 Souvanpheng Bouphanouvong＊

 Phonethep Pholsena
 Vialy Douangmany
 Ounkeo Vouthirath
国会分科委員会委員長
　外　務  Koukeo Akkhamounty
　諸民族  Douangdy Outhachak 
　経済・計画・財政　　
 Souvanpheng Bouphanouvong＊

　文化・社会  Phonethep Pholsena
　国防・安全保障  Vialy Douangmany
　法　務  Davone Vangvichit 
　国会事務局  Ounkeo Vouthirath

　 5 　司法機構
最高人民裁判所長官
 Khamphanh Sitthidampha
最高人民検察院院長  Khamsane Souvong

（注）　＊は女性。  
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主要統計 ラオス　2013年

　 1　基礎統計
2008 2009 2010 2011 2012

人 口（年央，1,000人） 6,0001） 6,1271） 6,2561） 6,3851） 6,5141）

為替レート（ 1ドル＝キープ） 8,477.8 8,484.3 8,058.8 8,023.2 7,994.0
（注）　 1） 推計値。
（出所）　人口についてはMinistry of Planning and Investment, Department of Statistics, Statistical Yearbook 

2008，同 2009，同 2010，Ministry of Planning and Investment, Lao Statistics Bureau, Statistical Yearbook 
2011，同 2012。為替レートは2008～2011年は IMF, International Financial Statistics Yearbook 2013。
2012年は ADB, Asian Development Outlook 2013。

　 2　GDP成長率と物価上昇率 （％）
20081） 20092） 20102） 20112） 20123）

実 質 G D P 成 長 率 7.8 7.5 8.1 8.0 7.9 
農 業 3.7 2.8 3.2 2.7 3.3 
工 業 10.4 18.5 17.5 14.6 11.4 
サ ー ビ ス 9.7 6.0 7.0 8.1 9.2 

消 費 者 物 価 上 昇 率 7.6 0.0 6.0 7.6 4.3 
（注）　 1）初期修正値。 2）修正値。 3）初期推計値。     
（出所）　Ministry of Planning and Investment, Lao Statistics Bureau, Statistical Yearbook 2011，同 2012，およ
び計画・投資省国家統計局ウェブサイト（http://www.nsc.gov.la/）。

　 3　産業別国内総生産（実質：2002年価格） （単位：100万キープ）
20091） 20101） 20111） 20122）

農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業 9,031,182 9,318,868 9,566,567 9,879,538
農 業 ・ 林 業 8,047,769 8,256,999 8,450,091 8,707,919
農 業 7,117,321 7,359,117 7,720,842 8,121,285
林 業 930,448 897,882 729,249 586,634
水 産 業 983,413 1,061,869 1,116,476 1,171,619

工 業 6,939,639 8,153,265 9,345,243 10,411,102
鉱 業 ・ 採 石 2,003,136 2,254,711 2,371,136 2,563,186
製 造 業 2,777,604 2,972,036 3,261,149 3,735,277
電 気 ・ 水 道 779,751 1,271,541 1,646,978 1,651,023
建 設 1,379,147 1,654,977 2,065,980 2,461,615

貿 易 ・ サ ー ビ ス・ 修 繕 業 11,213,919 11,993,719 12,959,835 14,155,798
卸 ・ 小 売 ・ 修 繕 業 5,682,035 6,051,367 6,575,516 7,255,827
ホ テ ル ・ レ ス ト ラ ン 201,217 213,491 243,023 263,313
運 輸 ・ 通 信 ・ 郵 政 1,406,065 1,500,271 1,628,131 1,730,262
金 融 サ ー ビ ス 194,638 152,202 169,141 201,567
不動産・ビジネスサービス 909,422 940,954 1,015,785 1,097,048
地域・社会・個人サービス 497,600 528,487 568,312 596,727
家 庭 内 雇 用 209,177 219,636 231,233 244,274
行 政 サ ー ビ ス 2,113,766 2,387,311 2,528,694 2,766,779

税 ・ 輸 入 関 税 1,947,422 2,035,056 2,162,092 2,285,023
国 内 総 生 産（ G D P） 29,132,162 31,500,908 34,033,737 36,731,461
　（注）　 1）修正値。　 2）初期推計値。
　（出所）　表 2に同じ。
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　 4　主要農作物生産高 （単位：1,000トン）
2008 20091） 2010 2011 2012

コ メ 2,970.0 3,144.8 3,070.6 3,065.8 3,489.2 
ト ウ モ ロ コ シ 1,107.8 929.1 1,020.9 1,096.2 1,125.5 
イ モ 類 396.3 367.4 725.9 1,110.5 1,315.8 
野 菜 ・ 豆 類 521.5 1,035.8 947.7 1,225.4 910.1 
大 豆 13.5 19.4 11.4 13.8 6.4 
落 花 生 32.7 44.7 50.9 70.2 46.0 
煙 草 13.1 48.4 83.8 80.3 75.6 

綿 1.2 2.3 1.6 1.8 1.9 
さ と う き び 749.3 433.5 818.7 1,222.0 1,055.7 
コ ー ヒ ー 31.1 46.0 46.3 52.0 87.3 

茶 2.5 1.2 2.6 3.6 4.0 
（注）　 1）コメ以外は修正値。
（出所）　表 2に同じ。
　 5　主要品目別貿易
①　輸出 （単位：ドル）

 2007/08  2008/09  2009/10 2010/11 2011/121）

木 材 と 木 製 品 59,328,271 46,016,358 37,106,223 51,291,949 60,524,500
コ ー ヒ ー 豆 15,656,185 13,896,787 19,858,500 67,158,230 -
そ の 他 の 農 産 物 43,742,171 84,562,383 118,660,996 135,674,030 160,095,355
そ の 他 の 林 産 品 3,363,121 3,908,964 1,012,041 3,262,906 3,850,299
鉱 物 570,340,000 523,610,734 1,048,524,074 1,079,128,073 1,273,371,126
工 芸 品 340,118 476,975 397,685 947,267 1,117,775
縫 製 品 180,000,000 141,705,033 167,303,637 141,620,023 -
電 力 97,133,745 274,592,635 288,996,579 178,429,517 210,546,830
そ の 他 3,210,000 4,304,686 - 244,890,862 288,971,205
②　輸入 （単位：ドル）

 2007/08  2008/09  2009/10 2010/11 2011/121）

農 業 の 中 間 財 18,296,797 16,250,457 47,971,315 21,715,831 24,321,730
食 料 品 25,372,726 17,006,690 91,743,531 91,106,015 102,038,736
衣 類 ,  日 用 品 18,832,235 63,031,417 54,457,023 73,363,151 82,166,729
電化製品および部品 10,807,730 14,786,837 38,426,821 108,929,346 122,000,867
建 材 33,853,495 29,178,429 31,553,820 116,511,539 130,492,923
燃 料 290,683,981 159,409,888 332,843,074 129,192,375 144,695,460
輸送機器および部品 141,551,294 146,675,748 107,352,314 184,982,245 207,180,114
電 力 20,425,677 30,548,461 46,584,233 43,066,046 48,233,972
縫 製 の 原 料 152,145,784 43,423,012 - - -
非 正 規 貿 易 - - - - -
そ の 他 5,154,856 1,125,080 - 745,352,361 834,794,644
資 本 財 291,190,000 420,445,832 699,990,467 579,687,535 649,250,039
（注）　 1） 推計値。 
（出所）　Ministry of Industry and Commerce （http://www.moic.gov.la）および工業・商業省内部資料より作成。
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　 6 　政府財政 （単位：10億キープ） 
2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/131）

歳 入 ・ 贈 与 8,099 9,779 11,571 13,960 15,666
経 常 収 入 7,031 8,538 10,182 12,428 14,228
税 収 入 6,208 7,503 9,109 10,915 12,490
税 外 収 入 823 1,035 1,073 1,513 1,738

贈 与 1,068 1,242 1,389 1,532 1,438
歳 出 11,375 12,302 13,461 14,945 20,875
経 常 支 出 6,070 6,656 7,652 9,065 13,725
資 本 支 出 ・ 貸 付 5,305 5,646 5,808 5,881 7,150
総 合 収 支 -3,276 -2,524 -1,889 -986 -5,209
資 金 調 達 3,403 2,559 2,379 2,866 3,222
国 内（純） 2,365 1,708 1,116 1,828 2,178
海 外（純） 967 851 1,262 1,038 1,043
（注）　 1）予測値。
（出所）　IMF, IMF Country Report, No.12/286, 2012および No.13/369, 2013。 

　 7　国際収支 （単位：100万ドル）
2008 2009 2010 2011 20121）

貿 易 収 支 -1,228 -1,372 -1,379 -1,515 -3,032
輸 出（FOB） 1,609 1,521 2,196 3,120 3,323
輸 入（C I F） -2,837 -2,893 -3,574 -4,635 -6,355

サ ー ビ ス（純） 331 330 374 396 496
所 得 収 支（純） -226 -265 -425 -336 -315
移 転 収 支（純） 141 133 179 213 246
経 常 収 支 -982 -1,174 -1,251 -1,243 -2,606
外 国 直 接 投 資 921 759 671 1,210 1,399
中 ・ 長 期 借 入 124 162 155 145 308
商 業 銀 行 対 外 資 産（純） 65 140 -29 23 39
その他民間流入・誤差脱漏 -23 33 556 -180 925
資 本 収 支 1,086 1,094 1,353 1,198 2,670
総 合 収 支 105 -80 102 -45 65
（注）　 1） 推計値。  
（出所）　表 6に同じ。
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